様式第十二号(第十条の十二関係)

（第１面）
	特別管理産業廃棄物収集運搬業許可申請書
年　　月　　日　
 　石川県知事                　  殿
申請者　〒
住　所
氏　名
（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
電話番号
　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の４第１項の規定により、特別管理産業廃棄物収集運搬業の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。

	事業の範囲(取り扱う特別管理産業廃棄物の種類及び積替え又は保管を行うかどうかを明らかにすること。)
	

	事務所及び事業場の所在地
	 事務所  
                   電話番号

	
	 事業場
                     電話番号

	事業の用に供する施設の種類及び数量
	

	積替え又は保管を行う場合には、積替え又は保管を行うすべての場所の所在地及び面積並びに当該場所ごとにそれぞれ積替え又は保管を行う特別管理産業廃棄物の種類、積替えのための保管上限及び積み上げることができる高さ
	

	※事務処理欄
	


（日本産業規格　Ａ列４番）
（第２面）
	既に処理業の許可（他都道府県のものを含む。）を有している場合はその許可番号（申請中の場合には申請年月日）
	都道府県・市名
	許可番号(申請中の場合には、申請年月日)

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	 申請者（個人である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　　名
	生年月日
	　　       本　　　　　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	    　　   住　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	 (法人である場合)

	
	 (ふりがな)
 名　　　　　　　　　　　　称
	        　 住　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	

	 法定代理人（申請者が法第14条第５項第２号ハに規定する未成年者である場合）

	
	（個人である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	住　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	（法人である場合）

	
	(ふりがな)
名　　　　　　　　　　　称
	住　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	

	
	　
	（法定代理人が法人である場合）

	
	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	本　　　　　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	役職名・呼称
	住　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 役員（申請者が法人である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　　名
	生年月日
	           本　　　　　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	           住　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	



（第３面）

	発行済株式総数の100分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の５以上の額に相当する出資をしている者（申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者があるとき）

	
	発行済株式の総数
	                     株
	出資の額
	

	
	 (ふりがな)
 氏名又は名称
	生年月日
	保有する株式の数又は出資の金額
	 　  　　本　　　　         　　　　　籍

	
	
	
	割　　　 　合
	 　　    住　　 　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 令第６条の10に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合）

	
	 (ふりがな)
 氏　　　　　名
	生年月日
	            本　　　　　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	            住　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	 備　考
　１ ※欄は記入しないこと。
　２ 「法定代理人」の欄から「令第６条の10に規定する使用人」までの各欄については、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を提出すること。

　３ 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。
　４ ２部提出すること。

	※手数料欄


様式第六号の２(第九条の二関係)           （第１面）

	事業計画の概要

１．事業の全体計画（変更許可申請時には変更部分を明確にして記載すること）

２．取り扱う産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の種類及び運搬量等

	
	(特別管理)

産業廃棄物

の　種　類
	運搬量

(t/月又は
ｍ3/月)
	性　状
	予定排出事業場の名称及び所在地
	積替え又は保管を行う
場合には積替え又は保
管を行う場所の所在地
	予定運搬先の名称及び所在地
（処分場の名称及び所在地）

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	

	備考  取り扱う（特別管理）産業廃棄物の種類ごとに記載すること。

	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本産業規格  Ａ列４番）

	３．運搬施設の概要

 (1) 運搬車両一覧

	
	車体の形状
	自動車登録番号

又は車両番号
	最大積載量

（kg）
	所有者又は使用者
	備考

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	

	事務所の所在地
	

	駐車場の所在地
	· 付近の見取図を添付すること。

	 (2) その他の運搬施設の概要

	運搬容器等の名称
	用　　途
	容　　量
	備　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（第２面）

（第３面）

	(3) 積替施設又は保管施設の概要

※　構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書並びに当該施設の付近の見取り図を添付すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	


	４．収集運搬業務の具体的な計画（車両毎の用途、収集運搬業務を行う時間、休業日及び従業員数を含む。）

従業員数の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日現在

	

	申請者又は申請者の登記上の役員

	政令第6条の10で
準用する第4条の7
に規定する使用人
	相談役、顧問等申請者の登記外の役員
	事務員
	運転手
	作業員
	その他
	合　　計

	　　　　　人
	　　　　　　人
	　　　　　　人
	　　　人
	　　　人
	　　　人
	　　　人
	　　　人


（第４面）

	５．環境保全措置の概要（運搬に際し講ずる措置、積替施設又は保管施設において講ずる措置を含む。）

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	


（第５面）

特別管理産業廃棄物収集運搬基準（施行令第６条の５第１項関係）との比較表　　　　　　              　
	収集運搬の基準
	基準対応

	１　収集又は運搬にあたっては、次によること。

 (1) 特別管理産業廃棄物が飛散し、及び流出しないようにすること。
 (2) 収集又は運搬に伴う悪臭、騒音又は振動によって生活環境の保全上支障が生じないように必要な措置を講ずること。
	

	２　特別管理産業廃棄物の収集又は運搬のための施設を設置する場合には、生活環境の保全上支障を生ずるおそれのないように必要な措置を講ずること。
	

	３ 船舶を用いて産業廃棄物の収集又は運搬を行う場合には、環境省令で定めるところにより、産業廃棄物の収集又は運搬の用に供する船舶である旨その他の事項をその船体の外側に見やすいように表示し、かつ、当該船舶に環境省令で定める書面を備え付けておくこと。
	

	４　収集又は運搬は、次のように行うこと。

(1) 特別管理産業廃棄物による人の健康又は生活環境に係る被害が生じないようにすること。

(2) 特別管理産業廃棄物がその他の物と混合するおそれのないように、他の物と区分して収集し、又は運搬すること。ただし、人の健康の保持又は生活環境の保全上支障を生じないものとして環境省令で定める場合（「特別管理産業廃棄物である特定施設排出物（ダイオキシン類対策特別措置法施行令別表第一第五号に掲げる施設において生じたばいじん若しくは燃え殻又は同令別表第二第十三号に掲げる施設を有する工場若しくは事業場において生じた汚泥をいう。）と特定施設排出物（特別管理産業廃棄物であるものを除く。）とを混合する場合であって、当該廃棄物以外の物が混入するおそれがなく、かつ、混合した廃棄物の全量を溶融設備を用いて溶融し、又は焼成設備を用いて焼成する方法により処理する場合」、「感染性一般廃棄物と感染性産業廃棄物とが混合している場合であって、当該感染性廃棄物以外の物が混入するおそれのない場合」）は、この限りでない。
	

	５　運搬車及び運搬容器は、特別管理産業廃棄物が飛散し、及び流出し、並びに悪臭が漏れるおそれのないものであること。
	

	６　運搬用パイプラインは、特別管理産業廃棄物の収集又は運搬に用いてはならないこと。ただし、人の健康の保持又は生活環境の保全上支障を生じないものとして環境省令で定める場合は、この限りでない。
	該当なし

	７　収集又は運搬を行う者は、その収集又は運搬に係る特別管理産業廃棄物の種類その他の環境省令で定める事項（「収集又は運搬に係る特別管理産業廃棄物の種類）、「当該特別管理産業廃棄物を取り扱う際に注意すべき事項」）を文書に記載し、及び当該文書を携帯すること。ただし、特別管理産業廃棄物を収納した運搬容器に当該事項が表示されている場合は、この限りでない。
	

	８　運搬車の車体の外側に、環境省令で定めるところにより、産業廃棄物の収集又は運搬の用に供する運搬車である旨その他の事項を見やすいように表示し、かつ、当該運搬車に環境省令で定める書面を備え付けておくこと。
	

	９　感染性産業廃棄物、ＰＣＢ廃棄物（廃ポリ塩化ビフェニル等、ポリ塩化ビフェニル汚染物、ポリ塩化ビフェニル処理物）又は廃水銀等の収集又は運搬を行う場合には次によること。
	

	
	ホ 必ず運搬容器に収納して収集し、又は運搬すること。
	

	
	へ　運搬容器は、次の構造を有するものであること。

　感染性産業廃棄物又は廃水銀等：

　　①密閉できること。　②収納しやすいこと。

　　③損傷しにくいこと。

　ＰＣＢ廃棄物：

　　①密閉できることその他のＰＣＢの漏洩を防止するために必要な措置が講じられていること。

　　②収納しやすいこと。　③損傷しにくいこと。
	


「石綿含有廃棄物等処理マニュアル(第3版)」との比較表（積替え、保管を除く。） 
	収集運搬の基準
	基準対応

	１ 廃石綿等の収集又は運搬は次によること。
	

	
	(1) 廃石綿等は、積替えを行わず処分施設に原則として直送すること。
	

	２ 廃石綿等は、収集又は運搬の過程において飛散しないよう次のような措置を講じること。
	

	
	(1) 廃石綿等の収集又は運搬を行う者は、積込み・運搬の各過程で廃石綿等を飛散させないよう慎重に取扱わねばならないこと。プラスチック袋等の積込みは、原則として人力で行なうこと。また、重機を利用する場合には、フレキシブルコンテナバック（フレコン）やパレット等を利用し、重機が直接プラスチック袋等に触れないようにすること。
	

	
	(2) 万一、プラスチック袋等の破損が生じた場合には、速やかに散水等により湿潤化させ飛散防止措置を行い、新たに二重のプラスチック袋等の耐水性の材料でこん包すること。
	

	３ 石綿含有廃棄物は、収集又は運搬の際の接触や荷重による破断により石綿が飛散するおそれがあるので、飛散防止のため次のような措置を講じること。
	

	
	(1) 石綿含有廃棄物が変形又は破断しないよう、原形のまま整然と積込み、又は荷降ろしを行うこと。
	

	
	(2) シート掛け、フレコン詰め等の飛散防止措置を行うこと。
	

	４ 石綿含有廃棄物の収集又は運搬を行う場合は、石綿含有廃棄物を破砕することのないよう、パッカー車及びプレスパッカー車への投入を行わないこと。
	

	５ 石綿含有廃棄物の収集又は運搬のために運搬車両等に積み込む際、運搬車両に比べ石綿含有産業廃棄物が大きい等によりやむを得ず切断等が必要な場合には、散水等により十分に湿潤化した上で、積込みに必要な最小限度の破砕又は切断を行うこと。
	　

	６ 廃石綿の運搬を行う運搬車及び運搬容器は次によること。
	

	
	(1) プラスチック袋等の場合には、破損のないシート等でプラスチック袋を包み込むように覆いをかける。固型化物をプラスチック袋に入れたものは、運搬途中の移動、転倒により袋が破損しないようクッション材等の措置を講ずること。
	

	
	(2) 容器の場合には、運搬の際に荷台での転倒、移動を防ぐための措置を講ずること。
	

	
	(3) 運搬時にプラスチック袋等の破損が生じた車両のシート等は、廃石綿等として処理する。また、荷降ろし後、荷台等の清掃を確実に行うこと。
	

	７ 石綿含有廃棄物の運搬車は、石綿含有廃棄物が飛散するおそれのないものである必要があることから、次の構造を有していること。
	

	
	(1) 石綿含有廃棄物の運搬車は、石綿含有廃棄物の形状に応じた構造のものであること。
	

	
	(2) 石綿含有廃棄物の運搬車は、飛散防止のためシート掛け等ができるものであること。
	

	
	(3) 石綿含有廃棄物を他の廃棄物と混載する場合は、混ざらないように中仕切り等が可能であること。
	

	
	(4) 運搬時に荷台での転倒や移動を防止するための措置を講じること。
	


(1)「（低濃度）PCB廃棄物収集・運搬ガイドライン」との比較表（積替え、保管を除く。）

	対象
	収集運搬の基準
	基準対応

	共　　　通
	2.1(3) 収集・運搬しようとするPCB廃棄物の保管事業者における保管状況を事前に確認（現地調査等）する必要があること。
	

	
	2.2.1(1) PCB廃棄物の収集・運搬に当たっては、委託契約及び廃棄物処理法に定める処理基準に従い行うこと。
	

	
	
	① PCB廃棄物が飛散し、流出し、及び地下に浸透しないようにすること。
	

	
	
	② PCB廃棄物による人の健康又は生活環境に係る被害が生じないようにすること。
	

	
	
	③ PCB廃棄物の収集・運搬を行う場合には、運搬容器に収納して収集・運搬すること。
	

	
	
	④ PCB廃棄物及びPCB廃棄物を収納した運搬容器への雨水の浸透を防ぐため有効に被覆する等の措置を講ずること。
	

	
	
	⑤ PCB廃棄物及びPCB廃棄物を収納した運搬容器をみだりに転倒させ、落下させ、衝撃を加え、又は引きずる等粗暴な行為をしないこと。
	

	
	
	⑥ その他委託契約書に収集・運搬に関する指示がある場合には、その指示に従うこと。
	

	
	
	⑦ PCB廃棄物は、他の物を汚染するおそれのないように、他の物と区分して収集・運搬することとし、適切な運搬容器に収納して収集・運搬すること。
	

	
	
	⑧ PCB廃棄物を船舶を用いて運搬する場合は、船舶による危険物の運送基準等を定める告示により、甲板上積載をする場合は、食品類から6ｍ以上離して積載することとし、甲板下積載をする場合には、食品類とは同一の船倉又は区画に積載しないこと。
	

	
	2.2.2 事前調査時、積込み時、運搬時、積替え時、積下し時において、廃PCB等（微量PCB汚染絶縁油等）の漏洩の有無を点検し、必要な漏洩防止措置を講ずること。
	

	
	2.2.3 PCB廃棄物の積込み、積下しをする場合には、保管事業者の特別管理産業廃棄物管理責任者又はその職務を代行する者、収集運搬業者の運行管理責任者又はその職務を代行する者、処理施設の設置者又はその職務を代行する者がそれぞれの行為に応じて立ち会う必要があること。

　　船舶を用いて運搬する場合には、船舶危規則により、船積み、陸揚げその他の荷役をする場合は、船長又はその職務を代行する者は、荷役に立ち会う必要があること。
	

	
	2.2.4(1) PCB 廃棄物は、できるだけ保管場所で運搬容器に収納すること。ただし、危険物の規制に関する技術上の基準の細目を定める告示第68条3の3第2項の規定に定める電気機械器具については、この限りでない。
	

	
	
	① 運搬容器に収納するため、やむを得ず廃棄物を移動する場合には、できる限り移動距離が短くなるようにするとともに、その移動経路については、廃棄物の飛散、流出防止、床面の保護（防水シートの敷設等）等、必要な措置を講ずること。

　　なお、危険物の規制に関する技術上の基準の細目を定める告示68 条の3の3第2項の規定等に定める電気機械器具については、機械により荷役する構造を有する容器の特例としてその機器自体を運搬容器とすることができる。
	


PCB廃棄物：取り扱う種類により、PCB廃棄物、微量PCB汚染廃電気機器等、低濃度PCB廃棄物と読み替えるものとする。

(2)「（低濃度）PCB廃棄物収集・運搬ガイドライン」との比較表（積替え、保管を除く。）
	対象
	収集運搬の基準
	基準対応

	共通
	2.2.4(2) PCB廃棄物が運搬容器内で移動し、転倒し、破損しないように収納すること。
	

	低濃度・微量
	2.2.4(3) 微量PCB 汚染廃電気機器等の運搬容器が運搬中に運搬車両や船舶内において転倒や移動することのないよう固定すること。
	

	共　　　通
	
	① PCB廃棄物の積込み、積下しに当たっては、運搬中にPCB廃棄物が飛散、流出するおそれが無いよう、PCB 廃棄物が運搬容器内で移動し、転倒し、破損しないように収納するとともに、次のことに留意すること。
	

	
	
	○ 高温にさらされないようにすること。

○ 雨水と接触しないようにすること。ただし、機械により荷役する構造を有する容器の特例に該当する機器のうち屋外仕様で設計されたもので、微量PCB汚染絶縁油の漏洩又はそのおそれがないものはこの限りではない。

○ 運搬容器が落下し、転倒し、破損しないように積載すること。

○ 運搬車や船舶等へ積載した運搬容器が、運搬中に落下、転倒、破損あるいは移動することが無いよう運搬車や船舶等にロープ等により確実に固着する等必要な措置を行うこと。

○ 運搬容器は、収納口を上方に向けて積載すること。

○ 運搬容器を積み重ねる場合には、十分な強度がある運搬容器を用いること。
	

	
	2.2.4(3) PCB廃棄物又は運搬容器の荷役は、PCB廃棄物の種類・重量・保管状況、運搬容器の種類及び輸送手段に応じて適切に行うこと。荷役にあたっては、次のことをよく確認すること。

○ PCB廃棄物に漏洩はないか

○ 運搬容器の変形・破損・変色はないか

○ 荷役設備に異常はないか

○ 個縛材に緩みがないか、締め付けは十分か

○ 積付け位置は適切か
	

	共通
	2.3(1) 廃棄物処理法の規定により、産業廃棄物を収集運搬している旨を運搬車に表示するとともに、その他関係法令の規定により、運搬車及び運搬容器に必要な表示をすること。
	

	高濃度
	2.3(2) 運搬容器に「PCB」及び収集・運搬に係るPCB 廃棄物の種類を表示し、運搬車に「PCB」と表示すること。
	

	微　量
	2.3(2) 運搬容器及び運搬車に｢微量PCB｣と表示すること。
	

	低濃度
	2.3(2) 運搬容器及び運搬車に｢低濃度PCB｣と表示すること。
	

	共　通
	2.4収集・運搬に係る廃棄物の種類及び当該廃棄物を取り扱う際に注意すべき事項を記載した文書その他必要な書類を携帯すること。（緊急時対応マニュアル等）
	


PCB廃棄物：取り扱う種類により、PCB廃棄物、微量PCB汚染廃電気機器等、低濃度PCB廃棄物と読み替えるものとする。

(3)「（低濃度）PCB廃棄物収集・運搬ガイドライン」との比較表（積替え、保管を除く。）
	対象
	収集運搬の基準
	基準対応

	高濃度
	3.1 廃棄物の収集・運搬を行う場合には、運搬容器に収納して行うこととし、運搬容器は次のとおりとすること。
	

	
	
	① 密閉できることその他廃PCB 等の漏洩を防止するために必要な措置が講じられていること。
	

	
	
	② 収納しやすいこと。
	

	
	
	③ 損傷しにくいこと。
	

	低濃度・微量
	3.2  収集・運搬を行う場合には、消防法令や国連勧告に準拠している船舶危規則等を踏まえ、その種類や性状に応じた運搬容器を用いて行うこと。
	

	共通
	3.3廃棄物の運搬容器は、所要の検査に合格したものでなければならないこと。
	下表のとおり

	低濃度・微量
	3.3(2) トランス、コンデンサ等を陸上運搬する際、他の運搬容器に収納せず、そのまま運搬する場合は、PCB 汚染絶縁油の環境中への流出を防護するためにオイルパン又はシートの上にこれらを設置して運搬すること。
	

	共　　　通
	3.4廃棄物の運搬容器は、PCB廃棄物の種類、性状及び状態に応じて適切に選定する必要があること。
	

	
	3.6(1) 運搬容器は、適切に保管、維持管理すること。
	

	
	3.6(2) 運搬容器の使用者は、使用の都度、運搬容器に異常がないことを点検すること。
	

	
	
	① 点検は、使用前（PCB 廃棄物の積込み前）に行うこと。運搬容器に破損等がある場合には、適切に修理を行うこと。なお、IBC 容器、ポータブルタンク、機械により荷役する構造を有する容器は、中間検査及び定期検査を実施すること。
	

	
	
	② 運搬容器の所有者は、危険物容器検査証及び検査試験成績書を保管しておく（小型容器、IBC 容器及びポータブルタンクに限る）他、容器の運用記録、点検実施記録、修繕実施記録について、５年間保存しておくこと。
	

	
	3.6(3) 運搬容器の所有者は、運搬容器の運用、検査及び修繕結果等の維持管理内容を記録し、保管すること。
	


PCB廃棄物：取り扱う種類により、PCB廃棄物、微量PCB汚染廃電気機器等、低濃度PCB廃棄物と読み替えるものとする。

	　
	小型
	中型
	大型
	その他

	
	小型容器
	IBC容器
	ポータブル
タンク
	漏れ防止型の金属製容器／トレイ

	
	規定
	チェック
	規定
	チェック
	規定
	チェック
	規定
	チェック

	ＵＮマーク
	○
	
	○
	
	○
	
	
	

	危険物容器検査証（消防法令に規定する運搬容器等）
	△
	
	△
	
	
	
	△
	

	設計型式試験
	
	
	○
	
	○
	
	○
	

	性能検査
	落下試験
	○
	
	○
	
	
	
	
	

	
	気密試験
	○
	
	○
	
	○
	
	
	

	
	水圧試験
	○
	
	○
	
	○
	
	
	

	
	積み重ね試験
	○
	
	○
	
	
	
	
	

	
	底部持ち上げ試験
	
	
	○
	
	
	
	
	

	
	頂部吊り上げ試験
	
	
	○
	
	
	
	
	

	
	衝撃試験
	
	
	
	
	○
	
	
	

	
	付属設備の作動
	
	
	○
	
	○
	
	
	

	
	圧力安全装置の容量及び調整試験
	
	
	○
	
	○
	
	
	

	
	水張り試験等
	
	
	
	
	
	
	○
	

	外観検査
	内部・外部
	○
	
	○
	
	○
	
	○
	

	構造検査
	○
	
	○
	
	○
	
	
	


(4) 「（低濃度）PCB廃棄物収集・運搬ガイドライン」との比較表（積替え、保管を除く。）
	対象
	処分の基準
	基準対応

	共　　　通
	4.1安全管理体制を構築するとともに、収集・運搬における安全性を確保し、適切に収集・運搬が行われるように、収集・運搬従事者に作業内容、取扱いの留意事項を周知徹底する必要があること。
	

	
	4.2収集・運搬従事者に対し、PCB廃棄物の収集・運搬についての教育を受けさせなければなならないこと。
	

	
	
	① 教育科目は、少なくとも次に定める内容を含むものとし、PCB 廃棄物の性状に関し注意すべき事項、関係法令やガイドラインが定める収集・運搬におけるPCB 廃棄物の適切な取扱い方法、事故等の緊急時における応急措置及び連絡方法並びに各種作業マニュアルや緊急時対応マニュアルに基づく具体的な作業手順について対象者に確実に教育すること。必要に応じて、各種作業等の実地訓練を行うこと。
○基本的事項（廃棄物処理に係る一般事項。PCB 廃棄物に係る関係法令。PCB 廃棄物の性状。PCB 廃棄物の取扱い方法。）

○収集・運搬方法の基本的事項（処理基準・委託契約基準・マニフェスト制度・事前調査の方法及び内容）

○積込み、積下し、積替え・保管の方法（運搬容器、運搬車への収納、固定方法。荷役方法。管理方法。漏洩防止、液抜きの措置。）

○運搬の方法（運搬車の点検。安全運行、運搬経路の遵守。運搬中の安全確認。位置確認。）

○表示及び携行書類（表示等の方法及び内容。携行書類の内容及びその使用方法。）

○運搬容器（運搬容器の基準。運搬容器の取扱い方法。運搬容器の種類と選定方法。運搬容器の維持管理の方法。吸収材の使用方法。）

○緊急時の対策（緊急時の対応方法（通報・連絡方法、被害防止対策方法）。応急措置設備・器具の内容及びその使用方法。健康被害及びその予防措置、応急措置）
	

	
	
	② 収集･運搬従事者への教育内容とその実施状況の記録は、5 年間保存すること。また、都道府県知事の求めに応じて教育の実施状況を報告すること。
	

	
	4.3 PCB 廃棄物の収集・運搬を行う場合には、収集・運搬方法及び運搬経路等必要な事項を記載した運搬計画を作成する必要があること。
	

	
	4.4(1) 運搬車ごとに運行状況を把握すること。
	

	
	
	① 次の機能を備えた運行管理システムを整備し、運搬車ごとに運行状況を把握すること。
	

	
	
	○ 保管事業場への到着時及び出発時、積替え・保管施設への到着時及び出発時、処理施設への到着時などにその収集・運搬の状況を確認できること。
○ 緊急時の連絡ができること。 
	

	高濃度
	
	○ 運搬車の位置が容易に確認できること。
	

	共　　通
	4.4(2) 運搬容器、運搬車ごとに運用、運行記録を作成すること。
	

	
	
	① 運搬容器、運搬車ごとに次の事項等を記載した運用、運行記録を作成すること。
	

	
	
	○ PCB 廃棄物の種類及び内容

○ PCB 廃棄物の番号（PCB 特別措置法に基づく保管状況等届出書の番号）

○ 運搬容器の保有者名及び運搬容器の番号

○ 搬出及び搬入先の名称及び所在地

○ 搬出及び搬入日時
 
	

	
	4.4(3) 帳簿を備え、産業廃棄物の種類ごとに、廃棄物処理法に定める事項を記載しなければならない。
	


PCB廃棄物：取り扱う種類により、PCB廃棄物、微量PCB汚染廃電気機器等、低濃度PCB廃棄物と読み替えるものとする。

(5) 「（低濃度）PCB廃棄物収集・運搬ガイドライン」との比較表（積替え、保管を除く。）
	対象
	処分の基準
	基準対応

	共　　通
	5.1(1) 収集・運搬中の事故等の未然防止に努めること。PCB 廃棄物の取扱いに十分留意し、漏洩防止等、必要な措置を講ずるものとすること。
	

	
	
	① 収集・運搬を行う場合には、PCB廃棄物に関して積込み、積下し等の作業、積替え・保管、運搬中の事故又は火災等により、生活環境への影響又は従業員等の健康被害が生じないように、これらの事故等を未然に防止することが重要である。このため、ガイドラインに従い、PCB廃棄物の取扱いに十分留意するとともに、次の措置を講じること。
	

	
	
	 ○ 漏洩防止措置

 ○ 揮発防止措置

 ○ 高温にさらされないための措置
 ○ 腐食防止措置
 ○ 火災防止措置
 ○ 盗難・紛失の防止措置
	

	
	5.1(2) 収集・運搬を行う場合には、運搬車及び積替え・保管施設に予め応急措置設備・器具を備えておく必要があること。
	

	
	
	① 収集・運搬中の事故等によるPCB 廃棄物の流出、火災等の被害を防止するため、運搬車及び積替え・保管施設に保護衣、吸収材、土砂、消火器等の応急措置設備・器具を常備すること。

保護衣、保護手袋、呼吸用保護具、保護眼鏡、流出・飛散防止用具、回収用具、消火設備、連絡設備・器具、緊急時対応マニュアル等
	

	
	5.2(1) PCB廃棄物の収集・運搬中の事故等緊急時における関係者への連絡体制を予め整備しておかなければならないこと。
	

	
	5.2(2) 緊急時における連絡先及び収集・運搬従事者が対処すべき事項を記載した緊急時対応マニュアルを携帯しなければならないこと。
	

	
	5.3 収集・運搬を行う際に緊急事態が発生した場合には、緊急時対応マニュアルに基づき、必要な応急措置、防災対策（環境対策）を行わなければならないこと。
	


PCB廃棄物：取り扱う種類により、PCB廃棄物、微量PCB汚染廃電気機器等、低濃度PCB廃棄物と読み替えるものとする。

「使用済鉛蓄電池の適正処理について（H17.3）」との比較表

	処分の基準
	基準対応

	１ 使用済鉛蓄電池の収集又は運搬を行う際は次によること。
	

	
	(1)引き取りの際、電槽の破損、電解液の漏れが無いかを確認すること。液漏れが確認された際には耐酸性のプラスチックトレイに載せる等の措置を講じた上で、他の鉛蓄電池と区分すること。

　（写真添付のこと）
	

	
	(2) 使用済鉛蓄電池の収集量が多い場合には、大荷重に耐える輸送用パレット、又は網カゴを用いること。積荷の片寄りや過積載がないようにすること。
	

	
	(3) バラ積みで使用済鉛蓄電池を収集する場合には、転倒や落下等を避けるため平積みを原則とすること。

　　止むを得ず積み重ねる場合には、転倒防止の対策を講じた上で貨物落下防止用板から使用済鉛蓄電池が出ない高さまでとすること。
	

	
	(4) 輸送中の転倒、落下等による容器の破損によって液漏れした際の対策として、石灰等の中和剤を常備することが望ましいこと。

　　収集車両の荷台等には耐酸仕様を施すことが望ましいこと。

　（写真添付のこと）
	

	
	(5) 遮光対策、雨水対策として荷台にシートを掛けるなどの措置を講ずること。
	


（第６面）

運搬車両の写真

	自動車登録番号又は車両番号
	

	前
面
写
真
	写真の方向等について図示するのが望ましい。

　　　注意事項

　　　　・車両の前面（真正面）を撮影すること。

　　　　・ナンバープレートが確認できること。

　　　　



	側
面
写
真

	　　　注意事項

　　　　・車両の側面（真横）を撮影すること。

　　　　・名称等の車体の表示が確認できること

 　　　　　　　　　既に許可を有している場合には所定の事項（「産業廃棄物

 　　　　　　　　収集運搬車」、「会社名（事業者名）」、「許可番号」）が

 　　　　　　　　表示されていること。

             　　　車体の表示が読み取れない場合には、表示部分を拡大した

 　　　　　　　　写真も添付すること。



	
	
	撮影
	　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（第７面）

運搬容器等の写真

	運搬容器等の名称
	
	用途
	

	　　　注意事項

　　　　・容器等の全体が写るように撮影すること。



	
	撮影
	　　　　年　　月　　日


	運搬容器等の名称
	
	用途
	

	　　　注意事項

　　　　・容器等の全体が写るように撮影すること。



	
	撮影
	　　　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（第８面）
	事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法

	内　　　訳
	金　　　　　額（千円）

	事業の開始に要する

資金の総額
	

	
	土　　　　地
	

	
	事務所
	

	
	収集運搬車両
	

	
	積替保管施設
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	調

達

方

法

	自己資金
	

	
	借　　入　　金
	

	
	（借入先名）
	

	
	
	

	
	
	

	
	そ　　の　　他
	

	
	増　　　　　資
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	備考  内訳欄の事項については、事業計画に応じ適宜変更すること

	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（第９面）
	資 産 に 関 す る 調 書（個人用）
年　　月　　日現在

	資産の種別
	内　　容
	数　　量
	価格、金額（千円）

	現金預金
	
	
	

	有価証券
	
	
	

	未収入金
	
	
	

	売掛金
	
	
	

	受取手形
	
	
	

	土　　地
	
	
	

	建    物
	
	
	

	備　　品
	
	
	

	車　　両
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	資　　　産　　　計
	

	負債の種別
	内　　容
	数　　量
	価格、金額（千円）

	長期借入金
	
	
	

	短期借入金
	
	
	

	未払金
	
	
	

	預り金
	
	
	

	前受金
	
	
	

	買掛金
	
	
	

	支払手形
	
	
	

	その他
	
	
	

	
	
	
	

	負　　　債　　　計
	

	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（第10面）

誓　約　書
申請者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条第５項第２号イからヘに該当しない者であることを誓約します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
石川県知事　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
                              　 　　　　　　　　　

添付書類省略申立書
　　　　年　　月　　日　
　石川県知事　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
	　　年　　月　　日付け第　　　　　　　号で許可を受けた
	産業廃棄物収集運搬業
特別管理産業廃棄物収集運搬業


に係るこれまでに提出した許可申請書等の内容については、下記のとおり変更が無いことから、添付書類を省略します。

記

　　（省略する書類の省略欄に○を記入）
	添　付　書　類　省　略　に　関　す　る　事　項
	変更の有無
	省略

	２ 事業の用に供する施設（積替え又は保管の場所を含む。）の構造を明らかにする

　　平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書並びに当該施設の付近の見取図
	
	

	③ 運搬車、運搬船、重機及び運搬容器その他の写真（又は仕様書）　様式第6号の2(第6面)(第7面)
	有・無
	

	④ 運搬車等の車庫の付近の見取図
	有・無
	

	⑤ 積替え、保管施設に係る書類（施設を有する場合のみ））　 様式第6号の2(第3面)
	有・無
	

	３ 申請者が２に掲げる施設の所有権を有すること（申請者が所有権を有し
ない場合は、使用する権原を有すること）を証する書類
	
	

	④ 運搬車等の車庫
	有・無
	

	⑤ 積替え、保管施設
	有・無
	


　様式第十六号（第十条の二十二関係）
	特別管理産業廃棄物処理業の事業範囲変更許可申請書
                                                         　  　　　年　　月　　日
 　石川県知事                　  殿
申請者　〒
住　所
氏　名
（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
電話番号
　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条の５第１項の規定により、特別管理産業廃棄物処理業の事業範囲の変更の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。

	許可の年月日及び許可番号
	 　　　　　年　　月　　日　第　　　　　　号

	収集運搬業・処分業の区分
	

	許可に係る事業の範囲(収集運搬業にあっては、取り扱う特別管理産業廃棄物の種類及び積替え又は保管を行うかどうか、処分業にあっては、処分の方法ごとに区分して取り扱う特別管理産業廃棄物の種類を記載すること。)
	

	変更の内容
	

	変更理由
	

	変更に係る事業の用に供する施設の種類、数量、設置場所、設置年月日、処理能力、許可年月日及び許可番号（産業廃棄物処理施設の設置の許可を受けている場合に限る。）
	

	変更に係る事業の用に供する施設の処理方式、構造及び設備の概要
	

	※事務処理欄
	


（日本産業規格　Ａ列４番）
（第２面）
	 申請者（個人である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　　名
	生年月日
	　　       本　　　　　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	    　　   住　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	 (法人である場合)

	
	 (ふりがな)
 名　　　　　　　　　　　　称
	        　 住　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	

	 法定代理人（申請者が法第14条第５項第２号ハに規定する未成年者である場合）

	
	（個人である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　　名
	生年月日
	           本　　　　　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	           住　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	（法人である場合）

	
	(ふりがな)
名　　　　　　　　　　　称
	        　 住　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	

	
	　
	（法定代理人が法人である場合）

	
	
	(ふりがな)
氏　　　名
	生年月日
	           本　　　　　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	
	役職名・呼称
	           住　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 役員（申請者が法人である場合）

	
	(ふりがな)
氏　　　　名
	生年月日
	           本　　　　　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	           住　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（第３面）
	 発行済株式総数の100分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の５以上の額に相当する出資をしている者（申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者があるとき）

	
	発行済株式の総数
	                     株
	出資の額
	

	
	 (ふりがな)
 氏名又は名称
	生年月日
	保有する株式の数又は出資の金額
	 　  　　本　　　　         　　　　　籍

	
	
	
	割　　　 　合
	 　　    住　　 　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	 令第６条の10に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合）

	
	 (ふりがな)
 氏　　　　　名
	生年月日
	            本　　　　　　　　　　　　　　　　　　　籍

	
	
	役職名・呼称
	            住　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	備　考
１ ※欄は記入しないこと。
２ 「法定代理人」の欄から「令第６条の10に規定する使用人」までの各欄については、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を提出すること。

３ 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。
４ ２部提出すること。

	※手数料欄


（産業廃棄物・特別管理産業廃棄物収集運搬業者用）

添付書類省略申立書（先行許可用）
　　　　年　　月　　日

石川県知事　　　　　　　　殿

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）


　　　　　　　　　　　　　　　　の許可申請に際し、　　　　都・道・府・県・市から　　　　年　　月　　日付け第　　　　　　　　　　号許可（以下「先行許可」という。）時と下記のとおり変更が無いことから、先行許可証を提出しますので、添付書類（原本）を省略します。

記

（省略する書類の省略欄に○を記入）　

	添付書類　（規則第９条の２第８項または規則第１０条の１２第２項）
	変更の有無
	省 略

	９ 申請者が個人である場合には、住民票の写し（本籍の記載のあるものに限るものとし、外国人にあっては外国人登録証の写しとする。以下同じ。）及び登記事項証明書（後見登記等に関する法律（平成11年法律第152号）第10条第1項に規定する登記事項証明書をいう。以下同じ。）
	有・無
	

	11 申請者が法第14条第5項第2号ハに規定する未成年者である場合には、その法定代理人の住民票の写し及び登記事項証明書
	有・無
	

	12 申請者が法人である場合には、法第14条第5項第2号ニに規定する役員の住民票の写し及び登記事項証明書
	有・無
	

	13 申請者が法人である場合において、発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に相当する出資をしている者があるときは、これらの者の住民票の写し並びに成年被後見人及び被補佐人に該当しない旨の登記事項証明書若しくは法人の場合は登記事項証明書
	有・無
	

	14 申請者に令第6条の10に規定する使用人がある場合には、その者の住民票の写し及び後見登記に関する登記事項証明書
	有・無
	


（注１）新規許可申請時又は更新許可申請時に上記書類の原本を省略する場合は、以下の書類を添付してください。

　　(1) 提出する先行許可証を複写したもの。

(2) 提出する先行許可証に係る許可申請書の第１面から第３面を複写したもの。

(3) 提出する先行許可証に係る許可申請書に添付した住民票の写し及び各登記事項証明書を複写したもの。

（注２）変更許可申請時に上記書類の原本を省略する場合は、以下の書類を添付してください。

　　(1) 提出する先行許可証を複写したもの。

産業廃棄物収集運搬業


特別管理産業廃棄物収集運搬業








